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要旨：温度ひび割れを精度良く評価するためには，実施工に則した入力条件を用いて温度応力解析を行うこ

とが必要である。その一つとして，クリープの影響を考慮したヤング係数の補正係数を適切に設定すること

が重要であるが，データの蓄積が少ないのが実情である。ここでは，実構造物における温度やひずみ，応力

の計測結果からクリープの影響を考慮したヤング係数の補正係数を求め，温度応力解析に及ぼす影響を評価

した。その結果，クリープの影響を考慮した有効ヤング係数はマスコン指針よりも小さくなる場合があるこ

と，ヤング係数の補正係数は材齢に伴う変化を考慮して設定する必要があることが分かった。 
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1. はじめに 

 温度ひび割れは，コンクリート構造物の耐久性や水密

性，美観などに影響を及ぼすことから，対象構造物の要

求性能に応じて適切かつ合理的な対策を講じることが重

要である。そのためには，できるだけ精度良く温度ひび

割れを評価することが必要となる。 

温度ひび割れの評価手法として，最近では 2 次元や 3

次元の有限要素法が用いられるケースが多い。これらの

手法では，実施工に則した入力条件を用いることで精度

が向上し，より信頼性の高い結果が得られる 1）。温度解

析においては，断熱温度上昇特性や熱伝導率などの熱特

性，表面熱伝達率などを適切に設定することで比較的高

い精度で予測が可能である。一方で，応力解析では，強

度特性，線膨張係数およびクリープ特性などが解析精度

に影響を及ぼすが，必ずしも高い精度で評価できない場

合がある。例えば，図－1 は，実構造物における有効応

力の計測値と解析値を比較したものである。解析値は実

構造物の温度履歴を反映した上で，強度特性や線膨張係

数を事前試験の結果に基づき設定したにも関わらず計測

値との乖離が認められる。こうした乖離は，適切なひび

割れ抑制対策を講じる上で合理性に欠けるものであるが，

その一因としてクリープの影響が挙げられる。 

クリープ特性については，一般にヤング係数に補正係

数を乗じた有効ヤング係数を用いて評価される場合が多

い。クリープの影響を考慮したヤング係数の補正係数に

ついては，日本コンクリート工学会「マスコンクリート

のひび割れ制御指針 2008」2）（以下，マスコン指針と称

する）に示されているとともに，これまでに幾つかの研

究もなされている 3）4）。しかしながら，この補正係数の

値や温度応力解析への設定方法などに関しては，データ

の蓄積が少ないのが実情である。 

本報では，実構造物で計測した温度，ひずみおよび応

力を基にクリープの影響を考慮したヤング係数の補正係

数を算出するとともに，得られた補正係数を温度応力解

析に反映した結果について示す。 

 

2. 実構造物における計測 

 本研究では，構造物 A，B および C の 3 つの実構造物

を対象とした。いずれの構造物においても，それぞれ同

一箇所において，温度（熱電対），全ひずみ（埋込み型ひ

ずみ計），無応力ひずみ（埋込み型ひずみ計および無応力

容器），有効応力（コンクリート有効応力計）を計測した。

各構造物の具体的な計測位置については，後述する。 

2.1 構造物 A（壁状構造物） 

(1) 計測概要 

 構造物 A は，厚さ 0.6m，長さ 20m，高さ 6.0m の壁状

構造物であり，高さ 3.0m ずつの 2 リフトで打ち込んだ。

また，長さ方向に 5.0m 間隔でひび割れ誘発目地が設置
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図－1 有効応力の比較の一例 
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されている。 

計測位置は，2 リフト目の下端から 0.25m の高さにお

いて，厚さ方向の中心とした。長さ方向については，5.0m

のひび割れ誘発目地間の中央とした。また，各計測器は，

長さ方向と平行に設置した。 

1 リフト目と 2 リフト目の打継間隔は約 2 カ月であり，

2 リフト目の打込み時における 1 リフト目の圧縮強度は

24N/mm2以上であった。 

表－1 に，使用したコンクリートの配合を示す。高炉

セメント B 種（以下，BB と称する）を使用した水セメ

ント比 54.4％，目標スランプ 12±2.5 ㎝の普通コンクリー

トである。打込み時期は 5 月下旬であり，外気温 17℃，

コンクリート温度 20℃であった。 

(2) 計測結果 

図－2 に，構造物 A の温度，有効ひずみおよび有効応

力の計測結果を示す。ここで，有効ひずみは，全ひずみ

から無応力ひずみを差し引いたものとした。 

コンクリート温度は，材齢 1 日で約 35℃に達した後，

材齢 10 日までに温度降下して外気温に追随した。 

有効ひずみは，圧縮ひずみが生じた後，引張ひずみに

転じ，温度が降下した材齢 10 日以降はごく緩やかに低下

する傾向を示した。 

有効応力については，約 0.1N/mm2 の圧縮応力が生じ

た後，圧縮応力が減少していき引張応力に転じた。引張

応力の最大値は，温度が降下した材齢 10 日において

1.0N/mm2程度と比較的小さい結果であった。最大値以降

は，有効ひずみと同様にごく緩やかに応力が緩和してい

く傾向を示した。ひび割れは，発生時期が不明であるも

ののひび割れ誘発目地に発生し，計測箇所としたひび割

れ誘発目地間には生じなかった。 

2.2 構造物 B（壁状構造物） 

(1) 計測概要 

構造物 B は厚さ 1.4m，長さ 10m，高さ 4.5m の壁状構

造物であり，厚さ 1.5m，幅 10m，長さ 26m の底版コン

クリート上に 1 リフトで打ち込んだ。底版と壁の打継間

隔は約 6 カ月であり，底版コンクリートの圧縮強度は

30N/mm2以上であった。構造物 A と同様に，長さ方向に

5.0m 間隔でひび割れ誘発目地が設置されている。 

表－1 コンクリート配合 

構造物 
ｾﾒﾝﾄ 

 
の種類 

Gmax 
 

(mm) 

ｽﾗﾝﾌﾟ 
 

(cm) 

W/C 
 

(%) 

空気量
 

(%) 

s/a 
 

(%) 

単位量 (kg/m3) 
水 
W 

セメント
C 

細骨材 
S 

粗骨材 
G 

混和剤
A 

A BB 20 12.0 54.4 4.5 45.8 171 315 812 982 3.15 
B BB 20 8.0 50.0 4.5 44.0 150 300 833 1048 3.00 
C L 20 12.0 47.2 4.5 45.5 160 339 822 1015 4.75 
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図－2 構造物 Aの計測結果 
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図－3 構造物 Bの計測結果 

-1510-



計測位置は，1 リフト目の下端から 0.4m の高さにおい

て，厚さ方向の中心とした。長さ方向については，5.0m

のひび割れ誘発目地間の中央とした。また，各計測器は，

長さ方向と平行に設置した。 

コンクリートは，BB を使用した水セメント比 50％，

目標スランプ 8±2.5 ㎝の普通コンクリートである。配合

を前掲の表－1 に併記する。打込み時期は 5 月上旬であ

り，外気温 15℃，コンクリート温度 20℃であった。 

(2) 計測結果 

図－3 に，構造物 B の温度，有効ひずみおよび有効応

力の計測結果を示す。 

コンクリート温度は，材齢 2 日で約 45℃に達した後，

材齢 25 日で 20℃付近まで温度降下した。 

有効ひずみは，圧縮ひずみが生じた後，僅かに引張側

へ移行した。材齢 17 日付近でひずみが変動していること

が確認される。 

有効応力についても有効ひずみと同様の傾向を示し，

引張応力の最大値は，材齢 9 日において 0.2N/mm2 程度

と小さい結果であった。有効ひずみと同様に，材齢 17

日付近で応力が緩和して 0N/mm2 に漸近している。ひび

割れは，ひび割れ誘発目地のみに発生していることから，

これは同箇所に生じたひび割れの影響と考えられる。 

2.3 構造物 C（柱状構造物） 

(1) 計測概要 

 構造物 C は，幅 4.0m，長さ 9.0m，高さ 20m の柱状構

造物であり，高さ 5.0m ずつの 4 リフトで打ち込んだ． 

計測位置は，フーチングの上に打ち込んだ 1 リフト目

を対象とし，平面中央の下端から 0.4m の高さとした。

また，各計測器は，長さ方向と平行に設置した。フーチ

ングは幅 11m，長さ 11m，高さ 3.0m であり，1 リフト目

との打継間隔は約 1 カ月であった．1 リフト目の打込み

時におけるフーチングの圧縮強度は，24N/mm2以上であ

った。 

 コンクリートは，低熱ポルトランドセメントを使用し

た水セメント比 47.2％，目標スランプ 12±2.5 ㎝の普通コ

ンクリートである。配合を前掲の表－1 に併記する。打

込み時期は 12 月下旬であり，外気温 7℃，コンクリート

温度 11℃であった。 

(2) 計測結果 

図－4 に，構造物 C の温度，有効ひずみおよび有効応

力の計測結果を示す。 

コンクリート温度は，材齢 10日で約 45℃に達した後，

材齢 60 日で 20℃付近まで温度降下した。本構造物は，

構造物 A および B と比べて部材断面が大きく，最高温度

に達するまでの材齢や温度降下する材齢が異なることに

特徴がある。 

有効ひずみは，圧縮ひずみが生じた後，僅かに引張側

へ移行した。 

有効応力については，約 1.2N/mm2と構造物 A や B よ

りも大きな圧縮応力が生じた後，圧縮応力が減少してい

き引張応力に転じた。引張応力の最大値は，材齢 50 日に

おいて 0.6N/mm2 であった。なお，本構造物では，最終

的にひび割れ発生の有無を確認できていない。 

 

3. クリープの影響を考慮したヤング係数の補正係数 

3.1 算出方法 

 上述した 3 つの構造物の計測結果より，有効ヤング係

数を求めてクリープの影響を考慮したヤング係数の補正

係数を算出した。以下に，その手順を示す。 

 まず，図－5 に示すような有効ひずみと有効応力の計
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図－4 構造物 Cの計測結果 
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測結果の関係を作成した。ここで，前述したとおり，有

効ひずみはひずみ計で測定された全ひずみから無応力計

によって測定されたひずみを差し引いたものである。無

応力計によって測定されたひずみは，自己収縮ひずみと

温度ひずみが含まれていると考えられる。このひずみを

全ひずみから差し引くことで，弾性ひずみとクリープひ

ずみを含んだ有効ひずみとして表されると考えられる。 

次に，有効応力を有効ひずみで除することで有効ヤン

グ係数が算出されるが，計測プロットごとに算出すると

かなりのばらつきが生じた。このため，有効ひずみと有

効応力の関係図から線形となる区間ごとに傾きを求めて

有効ヤング係数を算出した。算出した有効ヤング係数は，

温度計測結果を基にマスコン指針に示される有効材齢と

の関係で整理した。 

さらに，対象部位で採取した供試体の圧縮強度と実構

造物の温度計測結果を基に，マスコン指針に示される圧

縮強度とヤング係数の関係式からヤング係数を算出した。

このヤング係数を静ヤング係数として有効材齢との関係

で整理した。 

最後に，同じ有効材齢において有効ヤング係数を静ヤ

ング係数で除することでクリープの影響を考慮したヤン

グ係数の補正係数を算出した。 

3.2 算出結果および考察 

(1) 有効ヤング係数 

 図－6 に，有効材齢と有効ヤング係数および静ヤング

係数の関係を示す。図中には，静ヤング係数にマスコン

指針に示される補正係数（最高温度に達する有効材齢；

0.42，最高温度に達する有効材齢+1 有効材齢以降；0.65）

を考慮した結果も有効ヤング係数（マスコン指針）とし

て併記した。 

いずれの構造物の有効ヤング係数についても，ある有

効材齢まではマスコン指針の補正係数を考慮した有効ヤ

ング係数と同程度か大きい値を示すが，それ以降は小さ

くなる傾向であった。この有効材齢は，構造物 A で約 4

日（実材齢では約 2 日），構造物 B では約 6 日（実材齢

では約 3 日），構造物 C では約 70 日（実材齢では約 30

日）であり，計測した有効応力が圧縮力から引張力に転

じた時と概ね合致している。これは，マスコン指針の有

効ヤング係数を用いた温度応力解析よりも実際にはひび

割れ指数が大きくなると考えられるものであり，本結果

の範囲においてはマスコン指針の条件が安全側の評価と

なることを示唆している。 

(2) ヤング係数の補正係数 

図－7 に，有効材齢とクリープの影響を考慮したヤン

グ係数の補正係数の関係を示す。ヤング係数の補正係数

は，いずれも有効材齢 1 日程度のごく初期では約 0.5 以

下の小さい値を示した。そして，一旦 1.0 程度かそれ以

上に増加した後，低下する傾向を示した。その後，構造

物AおよびBについてはわずかに漸増することが確認さ

れる。これは，作用する応力状態やその材齢によってク

0

10

20

30

40

50

60

0 10 20 30 40

ヤ
ン

グ
係

数
（
ｋ
N
/㎜

2
）

有効材齢（日）

静ﾔﾝｸﾞ係数

有効ﾔﾝｸﾞ係数（ﾏｽｺﾝ指針）

有効ﾔﾝｸﾞ係数

0

10

20

30

40

50

60

0 10 20 30 40

ヤ
ン

グ
係

数
（
ｋ
N
/㎜

2
）

有効材齢（日）

静ﾔﾝｸﾞ係数

有効ﾔﾝｸﾞ係数（ﾏｽｺﾝ指針）

有効ﾔﾝｸﾞ係数

0

10

20

30

40

50

60

0 20 40 60 80

ヤ
ン

グ
係

数
（
ｋ
N
/㎜

2
）

有効材齢（日）

静ﾔﾝｸﾞ係数

有効ﾔﾝｸﾞ係数（ﾏｽｺﾝ指針）

有効ﾔﾝｸﾞ係数

 

（構造物 A）            （構造物 B）             （構造物 C） 

図－6 有効材齢とヤング係数の関係 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0 10 20 30 40ヤ
ン

グ
係

数
の

補
正

係
数

有効材齢（日）

圧縮力増加

圧縮力減少

引張力増加

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0 10 20 30 40ヤ
ン

グ
係

数
の

補
正

係
数

有効材齢（日）

圧縮力増加

圧縮力減少

引張力増加

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0 20 40 60 80ヤ
ン

グ
係

数
の

補
正

係
数

有効材齢（日）

圧縮力増加 圧縮力減少

引張力増加

 

（構造物 A）            （構造物 B）             （構造物 C） 

図－7 有効材齢とヤング係数の補正係数の関係 
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リープの影響が異なることに起因していると考えられる。 

既往の文献 5）6）では応力状態に応じたクリープの影響

を評価している。本報においても，有効応力の計測結果

に基づき圧縮力が増加する区間，圧縮力が減少する区間

および引張力が増加する区間に分類し，各区間における

ヤング係数の補正係数を平均化した。同結果を表－2 お

よび図－8 に示す。比較として既往の文献 3）に示される

値も示す。 

圧縮力の増加区間におけるヤング係数の補正係数は，

構造物 A で 0.56，構造物 B で 0.59，構造物 C で 0.48 で

あった。各構造物で概ね同程度の値であるが，柱状構造

物である構造物 C でやや小さくなる傾向を示した。これ

は，使用材料や配合が異なる影響とともに，構造物 C の

方が壁状構造物である構造物AやBに比べて圧縮力が作

用している期間が長いため，クリープの影響が大きくな

ったのではないかと推察される。 

圧縮力の減少区間におけるヤング係数の補正係数は，

構造物 A で 0.67，構造物 B で 1.31，構造物 C で 0.61 で

あった。これに対し，既往の文献 3）に示される補正係数

は 1.0 程度であり，本結果の方が構造物 B を除いて小さ

い結果となった。圧縮応力が除荷される過程においては

クリープの影響が小さいこと 7）を考慮すると，構造物 A

および C の値は小さいと思われる。ただし，いずれの補

正係数も圧縮力や引張力の増加区間よりも圧縮力の減少

区間の方が大きく，クリープの影響が小さいことが表さ

れていると考えられる。 

引張力の増加区間におけるヤング係数の補正係数は，

構造物 A で 0.47，構造物 B で 0.28，構造物 C で 0.34 で

あり，既往の文献 3）に比べて小さい結果であった。既往

の文献 6）によれば，引張クリープは，応力作用時の温度

が高いほど大きくなる一方で，与えられた温度履歴が高

いほど水和が進行して小さくなることが示されている。

既往の文献 3）の補正係数は，コンクリートの最高温度が

40～75℃の範囲における結果であり，本報の 35～45℃よ

りも高い温度履歴を受けている。このことから，既往の

文献 3）では，水和の進行に伴うクリープの減少が卓越し

たことで本報の結果よりもクリープの影響が小さくなり，

補正係数が大きい傾向を示したものと推察される。一方

で，本結果における圧縮力の減少および引張力の増加区

間の補正係数を平均すると 0.62 となり，マスコン指針と

あまり変わらない結果となる。このことから，引張力の

増加区間におけるクリープの影響を反映するためには，

材齢に伴う応力状態の変化を考慮して補正係数を設定す

ることが重要であると考えられる。 

 

4. ヤング係数の補正係数が温度応力解析に及ぼす影響 

ここでは，構造物 A～C とは異なる構造物を事例とし，

これまでに得られたヤング係数の補正係数を温度応力解

析に反映した。 

本構造物は，厚さ 0.8m，高さ 6.4m の壁状構造物であ

り，高さ 3.2m ずつの 2 リフトで打込みを行った。長さ

方向には，5.0m 間隔でひび割れ誘発目地が設置されてい

る。コンクリートは，普通ポルトランドセメントを用い

た水セメント比 53.0％，目標スランプ 12±2.5cm の普通

コンクリートである。 

本構造物の温度解析は，事前に実施した断熱温度上昇

試験の結果，コンクリートの打込み温度や外気温の計測

値を反映したものである。その他は，マスコン指針に基

づく条件設定を行った。図－9 に示すように，最高温度

は計測値よりも解析値の方が若干高いものの，実施工に

則した条件を反映することで比較的精度の良い解析結果

が得られている。 

この温度解析結果を使用して，応力解析を実施した。

応力解析には，圧縮強度試験によって得られた積算温度

に基づく強度発現式および無応力計による計測結果から

得られた線膨張係数を反映した。また，クリープの影響

 表－2 ヤング係数の補正係数 

応力

状態
構造物

A 
構造物

B 
構造物 

C 
構造物 

A～C 平均 
ﾏｽｺﾝ

指針

既往

文献 3）

圧縮力

増加
0.56 0.59 0.48 0.54 0.42 0.63

圧縮力

減少
0.67 1.31 0.61 0.86 

0.65

1.02

引張力

増加
0.47 0.28 0.34 0.36 0.61
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図－8 ヤング係数の補正係数 
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図－9 コンクリート温度の計測値および解析値 
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によるヤング係数の補正係数は，マスコン指針，表－2

に示す構造物 A～C の平均値，構造物 A および既往の文

献 3）の結果を与え，その影響を確認するものとした。そ

の他は，マスコン指針に基づく条件設定とした。 

図－10 に，応力の計測値と解析値の比較を示す。同図

より，圧縮応力については，マスコン指針以外のケース

で計測値よりも解析値の方が大きい結果を示した。これ

は，いずれもヤング係数の補正係数がマスコン指針の値

よりも大きいことによる。引張応力については，計測値

に比べてマスコン指針のケースの方が大きく，計測値が

最大となる材齢 10 日の引張応力で比較すると約 1.65 倍

となる。既往の文献 3）のケースについても，マスコン指

針と同程度の約 1.55 倍であった。一方で，（構造物 A～C

の平均値を用いたケースでは 0.92 倍，構造物 A のケース

では 1.19 倍であり，計測値と比較的良く一致した。本構

造物においては，構造物 A～C の平均値の補正係数を用

いた場合ではやや危険側の評価となるため，構造物 A の

補正係数に見合う程度のクリープが影響しているものと

考えられる。 

図－11 に，最小ひび割れ指数の結果を示す。ここで，

図中の計測値は，温度の計測結果から積算温度により圧

縮強度を推定し，マスコン指針に示される圧縮強度と引

張強度の関係から引張強度を求めて有効応力の計測値で

除したものである。ひび割れ指数は，計測値で 1.65 であ

るのに対し，マスコン指針や既往の文献 3）のケースでは

1.0 程度と安全側の評価となった。一方で，構造物 A～C

の平均値を用いたケースでは 1.77，構造物 A のケースで

は 1.35 と計測値に近づく結果となった。なお，ひび割れ

は，ひび割れ誘発目地以外には確認されなかった。この

ように，ヤング係数の補正係数がひび割れの評価結果に

及ぼす影響は大きく，ひび割れ抑制対策の方針や合理性

に対しても大きく影響することが確認された。 

ただし，本研究では，材齢に伴う変動が大きい補正係

数を平均化して求めていること，限られた実構造物デー

タに基づく結果であることから，補正係数の数値自体に

ついては今後のデータ蓄積によりさらなる検討が必要と

思われる。 

 

5. まとめ 

 本研究により得られた知見を以下に示す。 

(1) 本研究で求めたクリープの影響を考慮した有効ヤン

グ係数は，マスコン指針の補正係数を考慮した場合

よりも小さくなる場合がある。 

(2) 本研究で求めたクリープの影響を考慮したヤング係

数の補正係数は，応力状態によって異なることが確

認された。このため，温度応力解析には材齢に伴う

応力状態の変化を考慮して補正係数を設定すること

が重要になると考えられた。 
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図－10 応力の計測値および解析値 
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